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第一部【企業情報】

 

第１【企業の概況】

 

１【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第９期

第１四半期連結
累計期間

第10期
第１四半期連結

累計期間
第９期

会計期間
自平成26年４月１日
至平成26年６月30日

自平成27年４月１日
至平成27年６月30日

自平成26年４月１日
至平成27年３月31日

売上高　　　　　　　　　（千円） 2,215,924 2,976,462 10,051,510

経常利益
又は経常損失（△）　　　（千円）

△33,014 △132,038 130,691

親会社株主に帰属する
四半期純損失（△）又は親会社株主
に帰属する当期純利益　　（千円）

△31,541 △125,423 27,004

四半期包括利益又は包括利益
　　　　　　　　　　　　（千円）

△36,024 △135,301 △5,802

純資産額　　　　　　　　（千円） 2,229,509 2,118,184 2,253,485

総資産額　　　　　　　　（千円） 6,664,895 8,073,259 8,330,562

１株当たり当期純利益金額
又は四半期純損失金額（△）（円）

△3.89 △15.43 3.32

潜在株式調整後１株当たり四半期
(当期)純利益金額　　　　　（円）

－ － 3.30

自己資本比率　　　　　　　（％） 32.0 25.7 26.3
 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．第９期第１四半期連結累計期間及び第10期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失金額であるため、記載してお

りません。

３．売上高には、消費税等は含まれておりません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連

結累計期間より「四半期純損失又は当期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純損失又は親会社株主

に帰属する当期純利益」としております。

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。

当社は、当第１四半期連結累計期間において、当社のＯＥＭ取引先である株式会社ウェルウォータを連結子会社

といたしました。この結果、当社グループは、平成27年６月30日現在では、当社及び連結子会社５社により構成さ

れることとなりました。

なお、当社は、ホーム・オフィス・デリバリー事業の単一セグメントであり、セグメント情報の記載を省略して

おりますが、当社グループ（当社及び連結子会社）におきましても報告セグメントに変更はありません。
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第２【事業の状況】

 

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、前事業年度の有価証券報告書に記載した

「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。

 

(1）業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益や雇用環境、所得の改善が進み、個人消費にも回

復の兆しが見られるようになり、景気回復基調は継続している一方で、原資材価格の上昇などによりさまざまな

商品の値上げも進みました。

ホーム・オフィス・デリバリー業界（宅配水製造・販売事業）においては、東日本大震災以降の飲料水に対す

る「安心」・「安全」・「安定供給」を求める意識の高まりを受け、宅配水の認知度は確実に向上いたしまし

た。しかしながら震災による影響が薄れてきたことから、宅配水市場規模の成長は緩やかになり、新規参入も沈

静化傾向にあります。また、宅配事業者の料金体系改定等の影響による物流コストの上昇など厳しい状況も生じ

ております。

このような状況の下、当社は、顧客基盤の強化を今期の重点施策の１つとして位置付け、親会社である㈱光通

信グループとの事業協力による新規顧客獲得や既存顧客の満足度向上のためのＣＲＭ施策に取り組んでまいりま

した。また、既に販売している「amadana×CLYTIAウォーターサーバー」に続き、生活家電メーカー ㈱カドーと

のコラボレーションモデル「cado×CLYTIAウォーターサーバー」の販売を開始し、多機能性と機能美にこだわる

顧客層を取り込むとともに、「販売タイプ」とすることによる収益モデルのさらなる改善に取り組んでおりま

す。また、前期に引き続き、物流の効率化やコスト低減に取り組んでまいりました。

その結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は2,976百万円(前年同期比34.3％増）、営業損失は131百万円

（前年同期は14百万円の営業損失）、経常損失は132百万円（前年同期は33百万円の経常損失）、親会社株主に

帰属する四半期純損失は125百万円（前年同期は31百万円の純損失）となりました。

 

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(3）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間における研究開発活動の金額は、１百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

 

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 23,892,000

計 23,892,000
 

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成27年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年８月７日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,128,400 8,128,400
東京証券取引所
市場第二部

権利内容に何ら限定の
ない、当社における標
準となる株式であり、
単元株式数は100株であ
ります。

計 8,128,400 8,128,400 － －
 

　（注）提出日現在発行数には、平成27年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額

（千円）

資本準備金高
（千円）

平成27年４月１日～
平成27年６月30日

- 8,128,400 - 1,207,608 - 417,108
 

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」について、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

   平成27年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
(自己保有株式)
普通株式　 　　100

－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　8,127,500 81,275

権利内容に何ら限定の
ない、当社における標
準となる株式であり、
単元株式数は100株で
あります。

単元未満株式 普通株式　  　 800 － －

発行済株式総数 8,128,400 － －

総株主の議決権 － 81,275 －
 

　(注）「単元未満株式」の欄には、自己株式59株が含まれております。

 
②【自己株式等】

平成27年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義

所有株式数(株)
他人名義

所有株式数(株)
所有株式数の
合計(株)

発行済株式総数に
対する所有株式の

割合(％)
（自己保有株式）
株 式 会 社 ウ ォ ー
ターダイレクト

山梨県富士吉田市上
吉田4597番地の１

100 － 100 0.0

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府

令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成27年４月１日から平成

27年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年６月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、三優監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,052,296 1,147,712

  売掛金 1,048,137 1,114,728

  商品及び製品 283,035 386,652

  原材料及び貯蔵品 144,378 119,242

  その他 879,014 926,313

  貸倒引当金 △3,293 △2,743

  流動資産合計 4,403,570 3,691,906

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 898,707 1,000,235

   賃貸用資産 3,837,354 4,343,407

   その他 1,361,425 1,583,075

   減価償却累計額 △2,781,804 △3,162,527

   有形固定資産合計 3,315,682 3,764,190

  無形固定資産   

   のれん 31,034 169,377

   その他 143,666 138,094

   無形固定資産合計 174,701 307,472

  投資その他の資産   

   その他 449,618 321,263

   貸倒引当金 △13,010 △11,573

   投資その他の資産合計 436,608 309,689

  固定資産合計 3,926,992 4,381,353

 資産合計 8,330,562 8,073,259

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 104,913 149,211

  1年内返済予定の長期借入金 1,786,320 1,909,346

  未払法人税等 76,548 6,797

  1年内償還予定の社債 11,200 11,200

  賞与引当金 24,631 27,233

  その他 1,131,256 987,834

  流動負債合計 3,134,871 3,091,623

 固定負債   

  社債 46,400 40,800

  長期借入金 2,247,767 2,135,653

  資産除去債務 254,692 274,147

  その他 393,345 412,850

  固定負債合計 2,942,205 2,863,451

 負債合計 6,077,076 5,955,074
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,207,608 1,207,608

  資本剰余金 417,108 417,108

  利益剰余金 572,784 447,361

  自己株式 △109 △109

  株主資本合計 2,197,392 2,071,969

 その他の包括利益累計額   

  繰延ヘッジ損益 △393 △347

  為替換算調整勘定 321 △222

  その他の包括利益累計額合計 △71 △570

 新株予約権 31,532 31,532

 非支配株主持分 24,632 15,252

 純資産合計 2,253,485 2,118,184

負債純資産合計 8,330,562 8,073,259
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

売上高 2,215,924 2,976,462

売上原価 498,300 753,182

売上総利益 1,717,623 2,223,280

販売費及び一般管理費 1,731,689 2,355,142

営業損失（△） △14,065 △131,862

営業外収益   

 助成金収入 5,989 5,969

 為替差益 － 4,150

 その他 5,016 4,433

 営業外収益合計 11,005 14,553

営業外費用   

 支払利息 11,692 14,500

 上場関連費用 15,725 －

 その他 2,536 228

 営業外費用合計 29,954 14,729

経常損失（△） △33,014 △132,038

税金等調整前四半期純損失（△） △33,014 △132,038

法人税、住民税及び事業税 3,068 2,764

法人税等合計 3,068 2,764

四半期純損失（△） △36,083 △134,802

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △4,541 △9,379

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △31,541 △125,423
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

四半期純損失（△） △36,083 △134,802

その他の包括利益   

 繰延ヘッジ損益 59 45

 為替換算調整勘定 － △543

 その他の包括利益合計 59 △498

四半期包括利益 △36,024 △135,301

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △31,483 △125,921

 非支配株主に係る四半期包括利益 △4,541 △9,379
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【注記事項】

（連結の範囲の変更）

　当第１四半期連結会計期間より、株式会社ウェルウォータの全株式を取得したため、連結の範囲に含めております。

 
（会計方針の変更）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」という。）、

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」という。）及び

「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）

等を、当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を

資本余剰金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更しており

ます。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取

得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更して

おります。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っておりま

す。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸

表及び連結財務諸表の組替を行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事業分離

等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首時点から将来にわ

たって適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

 
（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

 
当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日

至　平成27年６月30日）

　税金費用の計算 　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前

当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半

期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

保証債務

株式会社アイケアジャパンの割賦販売契約に対して、債務保証を行っております。

 
前連結会計年度 当第１四半期連結会計期間

（平成27年３月31日） （平成27年６月30日）

45,305千円 40,078千円
 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれん

の償却額は、次のとおりであります。

 

　 前第１四半期連結累計期間 当第１四半期連結累計期間

 （自　平成26年４月１日 （自　平成27年４月１日

　 　至　平成26年６月30日） 　至　平成27年６月30日）

減価償却費

のれんの償却額

206,725

891

千円

千円

294,862

291

千円

千円
 

 

（株主資本等関係）

前第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社グループは、ホーム・オフィス・デリバリー事業の単一セグメントであるため、記載を省略しておりま

す。

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日

至　平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日

至　平成27年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △3円89銭 △15円43銭

（算定上の基礎）   
親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（千円）
△31,541 △125,423

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純損失金額（△）（千円）
△31,541 △125,423

普通株式の期中平均株式数（株） 8,113,241 8,128,241
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損

失金額であるため、記載しておりません。

 
（重要な後発事象）

　　　該当事項はありません。

 
２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

 

 該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年８月７日

株式会社ウォーターダイレクト

取締役会  御中

三優監査法人
 

 

代表社員

業務執行社員
 公認会計士   杉　　田　　　　　純   印

 

 

代表社員

業務執行社員
 公認会計士   山　　本　　公　　太   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ウォー

ターダイレクトの平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成27年４月

１日から平成27年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年６月30日まで)に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につ

いて四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ウォーターダイレクト及び連結子会社の平成27年６月30

日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期
報告書提出会社）が別途保管しております。

 ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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